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本書の特長

◆系統的に整理した項目ごとに、設例を作成し、そこにあらわれる重要
論点について、現在の判例法理、学説の議論状況を客観的に明示！
◆判例から想を得て作成された設例について、Basic Information、
設例に対する回答、解説の順で解説し、法律実務家として知っておく
べき実体法上、訴訟法上の問題点を明示！
◆現職の裁判官が、現在の裁判実務の実際について、相場観を含めて
運用レベルの問題まで解説！
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裁判官の視点で、弁護士の
適切かつスピーディーな訴訟活動をナビゲート！

第1　契約のプロセス

裁判官が説く

契約編

民事裁判実務民事裁判実務の重要論点重要論点
裁判官が説く

民事裁判実務の重要論点

1　契約の解釈（入金リンク条項）／2　請負契約約款の賠償金条項／3　契約締結上の過失（歯科医師）／4　契約交渉中の説明義務（建築基準法）／
5　契約交渉中の説明義務（経営破綻）／6　契約の効力（約款）／7　契約の効力（責任限度額条項）／8　継続的契約の一般的問題／
9　事情変更の原則／10　危険負担／11　解除

第2　契約の類型
1　手付／2　売買契約（受領遅滞）／3　数量指示売買／4　瑕疵担保（借地権）／5　瑕疵担保（ふっ素）／6　売買契約（商品取引）／
7　準消費貸借契約／8　ファイナンスリース／9　請負契約（建築瑕疵Ⅰ）／10　請負契約（建築瑕疵Ⅱ）／
11　請負契約（下請）／12　製作物供給契約／13　説明義務（宅地建物）／14　委任契約（弁護士の説明義務）／
15　消費寄託契約（預金払戻請求）／16　消費寄託契約（預金債権の帰属）／17　在学契約

裁判官が説く
民事裁判実務の重要論点 家事・人事編

加藤 新太郎・
松本 明敏　編集
も好評発売も好評発売中！！中！！



第 2　契約の類型

委任者が負う行為義務である委任事務処理義務の具体的内容を確定するため

の基準である 6。すなわち、委任契約には受任者の債務の内容として委任事

務処理があるのであり、行為義務である委任事務処理義務を切り離した形で

善管注意義務を観念することは意味が乏しい。もっとも、善管注意義務違反

と表現することは差し支えないが、それは、受任者が、「善良な管理者の注

意」という基準により具体的に定まった行為義務である委任事務処理義務の

内容に違反している状態であると認識することが必要である 7。

⑶　本判決の意義

　本判決は、債務整理に係る法律事務を受任した弁護士が、特定の債権者の

債権につき消滅時効の完成を待つ方針を採る場合には、この方針に伴う不利

益等や他の選択肢を説明すべき委任契約上の義務を負うことを規範として明

示し、本件事実関係に当てはめをして説明義務違反を肯定したものである。

債務整理に関して弁護士の善管注意義務としての説明義務に関する規範を明

示したうえで、弁護過誤を肯定したものとしては、はじめての最高裁判決で

ある。

　これまでの裁判例をみると、債務整理に関して弁護士の説明義務違反が肯

定されたケースとしては、本件 1審判決である裁判例①、③鹿児島地名瀬支

判平成 21・10・30 判時 2059 号 86 頁〔28160139〕、④鹿児島地名瀬支判平成

22・3・23 判時 2075 号 79 頁〔28161787〕のほか、⑤東京地判平成 24・11・

27 判時 2188 号 66 頁〔28212545〕がみられる。これに対して、弁護士の説

明義務違反が否定されたケースには、本件原審判決である裁判例②のほか、

⑥福岡高宮崎支判平成 22・12・22 判時 2100 号 50 頁〔28170469〕（③の控訴

審判決）、⑦福岡高宮崎支判平成 22・12・22 判時 2100 号 58 頁〔28170470〕

（④の控訴審判決）がある。こうした状況下において、本判決は弁護士の説

6　道垣内弘人「善管注意義務をめぐって」法学教室 305 号（2006 年）39 頁、潮見
佳男『基本講義Ⅰ債権各論〈第 2版〉』新世社（2009 年）246 頁。
7　加藤新太郎「弁護士の執務における裁量」滝沢昌彦ほか編『円谷峻先生古稀祝賀

第 2　契約の類型

措置を選択すべき義務」があり、裁量を逸脱した方針選択は、その義務違反

となり、ひいては債務不履行であるというべきであるから、積極に解してよ

いであろう 15。

（加藤　新太郎）

◆参考文献

本文中に掲げるもののほか
・吉永一行「判批」民商 149 巻 2 号（2013 年）66 頁
・小笠原奈菜「判批」現代消費者法 21 号（2013 年）82 頁
・加藤新太郎「判批」金融商事 1427 号（2013 年）8頁
・西島良尚「判批」私法判例リマークス 48 号（2014 年〈上〉）34 頁
・佐久間毅「判批」平成 25 年度重要判例解説 83 頁
・王冷然「判批」徳島大学社会科学研究 28 号（2014 年）1頁
・岩藤美智子「判批」判例セレクト 2013 ⑴（2014 年）22 頁
・松浦聖子「判批」法セ 59 巻 1 号（2014 年）120 頁
・瀬戸口祐基「判批」法協 132 巻 3 号（2015 年）523 頁
・西内祐介「判批」法時 87 巻 8 号（2015 年）118 頁
・山代忠邦「判批」信大法学論集 26 号（2015 年）45 頁
・難波譲治「判批」速報判例解説⒃（2015 年）79 頁
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14　委任契約（弁護士の説明義務）

　消費者金融業者数社から借入れをした Xは、弁護士 Y

に対し債務整理を委任したところ、Yは、Xの債務の一部

につき消滅時効期間の経過を待つ方針（時効待ち方針）を採った。この

場合に、Yにおいて時効待ち方針に伴う Xの不利益やリスクについて

どのような説明義務を負うか。

設例25

Basic Information
１　弁護士・依頼者間の契約は、弁護士が「善良な管理者の注意」をもって

する委任事務処理義務を負う委任契約である（民法 643 条）。「善良な管理者

の注意」は、委任者である弁護士が負う行為義務である委任事務処理義務の

具体的内容を確定するための基準である。

２　弁護士の善管注意義務の発現として、依頼者の当面する問題を解決する

ため、弁護士には、「問題解決にふさわしい措置を選択すべき義務」があり、

選択した措置について依頼者に対して説明して承諾を得る段階では、「依頼

者が意思決定をするのに必要にして十分な説明をする義務」がある。

◆設例に対する回答

○主要な争点

１　債務整理について受任した弁護士の依頼者に対する説明義務の内容・範囲。

２　債務整理の方針についての説明義務違反の有無。

○回　答

１　債務整理に係る法律事務を受任した弁護士が、特定の債権者の債権につ

き消滅時効の完成を待つ方針を採る場合には、この方針に伴う不利益等や他
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の選択肢を説明すべき委任契約上の義務を負う。

２　債務整理において債権者が依頼者に対して何らの措置も採らないことを

一方的に期待して残債権の消滅時効の完成を待つという「時効待ち方針」は、

最終的解決が遅延するという不利益、提訴されると法定利率を超える高い利

率による遅延損害金も含めた敗訴判決を受ける公算が高いというリスクがあ

るところ、回収過払金を用いて残債務を弁済する方法によって最終的解決を

図るという現実的な代替選択肢がある場合に、弁護士 Yにおいて時効待ち

方針を採るときには、その不利益・リスク、代替選択肢を説明する義務があ

るが、弁護士 Yがこのような説明をしていないことは説明義務違反として

債務不履行責任を負う。

○参考事例

　最三小判平成 25・4・16 民集 67 巻 4 号 1049 頁〔28211361〕

◆解　説

１　事案の概要

　弁護士Yに債務整理を依頼したAの相続人Xは、Yに対し、債務整理の

方針についての説明義務違反があったとして、債務不履行に基づき慰謝料等

の損害賠償請求をした。

⑴　Y は、平成 17 年 6 月 30 日、A から、消費者金融業者に合計約 250 万

円の債務があるとして、その債務整理について相談を受けた。Yは、債務の

返済状況等を聴取した後、Aに対し、「過払金が生じている消費者金融業者

から過払金を回収したうえ、これを原資として他の債権者に一括払による和

解を提案して債務整理をすること、債務整理費用が 30 万円であり、過払金

回収の報酬が回収額の 3 割であること」などを説明し、Yと Aは、同日、

債務整理を目的とする委任契約を締結した。

⑵　Yは、利息制限法所定の制限利率に従い、Aが債権者に弁済した元利

金の充当計算をしたところ、B（当時の商号は C）・Dに対してはまだ元本

債務が残っているが、E・F・Gに対しては過払金が発生していることが判

内容見本 設例ごとに、［Basic Information▶設例に対する回答▶解説］の順に解説しています。

訴訟遂行上の問題発見のための法律実務家必読書！

◆実務で取り上げるべき判例が的確にわかります！ ◆参考文献で、更に深堀ができます。

◆裁判官から見た訴訟
実務上抜け落ちしや
すいポイントをもれ
なく把握できます！

民裁実務契約（055343）2017.2 SE

部署名 □公用
□私用
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@E-mail

ご住所

様　 ㊞

〒　　　―　　　　

フリガナ

ご氏名

機関名

■宛先
〒107̶8560
東京都港区南青山2̶11̶17
第一法規株式会社
　 FAX.0120̶302̶640

書店印

取 扱 い

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたします。
また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用い
ただけません。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税

平成　　　　年　　　　月　　　　日

お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かり
しました個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。　 フリーダイヤル　　TEL.0120̶203̶696　　FAX.0120̶202̶974

お客様の個人情報の
取扱いについて

キ　リ　ト　リ　線

書　　　　名 価格 部数

裁判官が説く民事裁判実務の重要論点［家事・人事編］

裁判官が説く民事裁判実務の重要論点［契約編］ 定価4,212円（本体3,900円）

定価4,536円（本体4,200円）

［055343］

［054528］

部

部

申　込　書　〈第一法規刊〉

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK!

C
第一法規　民裁実務契約 検　索

＜クレジ トカ ドでもお支払いいただけます＞

詳 細・お申し 込 みはコチラ

収録中の判例には、判例データベース『D1-Law.com
判例体系』の判例IDを記載しています。
『D1-Law.com判例体系』をご契約の場合は、判決全
文・解説等をすぐに確認できます。

DH19990309
長方形
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